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民需 代理店 官公需 外需
製造業 非製造業

船舶・電力除く 船舶・電力除く
前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比

2014 1-3月 4.2 3.9 ▲ 1.0 ▲ 7.9 ▲ 11.5 6.5
4-6月 ▲ 10.4 ▲ 8.5 ▲ 6.7 7.2 30.3 42.2
7-9月 5.6 12.6 ▲ 1.2 3.6 ▲ 17.8 ▲ 27.7

10‐12月期（見） ▲ 0.3 ▲ 2.7 1.2 18.2 0.4 8.6

2014 1月 8.1 4.9 6.1 3.2 ▲ 7.6 3.7

2月 ▲ 4.6 ▲ 4.6 ▲ 5.1 ▲ 6.5 4.4 2.3

3月 19.1 23.7 8.5 ▲ 22.0 ▲ 18.5 3.2

4月 ▲ 9.1 ▲ 9.4 0.9 27.3 40.5 71.3

5月 ▲ 19.5 ▲ 18.6 ▲ 17.8 2.2 22.4 ▲ 45.9

6月 8.8 6.7 4.0 3.1 ▲ 24.0 62.8

7月 3.5 20.3 ▲ 4.3 2.3 9.3 ▲ 42.6

8月 4.7 ▲ 10.8 10.7 ▲ 3.6 ▲ 29.9 29.1

9月 2.9 12.0 1.7 2.5 21.0 ▲ 9.4

10月 ▲ 6.4 ▲ 5.5 ▲ 7.5 6.1 4.8 ▲ 4.6

(出所）　内閣府「機械受注統計」。2014年10－12月期は内閣府見通し。  
 

○ ５ヶ月ぶりの減少だが、持ち直し基調は維持 

2014年10月の機械受注（船舶・電力除く民需）は前月比▲6.4％（コンセンサス：同▲1.9％、レンジ：同

▲4.1％～＋2.1％）となった。５ヶ月ぶりの減少となったが、これまでの増加の反動の面もあり、均してみ

れば機械受注は緩やかな増加基調にあるとみている。 

需要者別にみると、製造業は前月比▲5.5％と２ヶ月ぶりに減少した。前月に大幅上昇した反動の面もあ

り、電気機械（前月比▲21.2％）、石油製品・石炭製品（同▲74.7％）が大幅減少したことが背景にある。

また、過去と比較すれば水準は比較的高めにあることや均してみれば幅広い項目で持ち直しつつあることを

踏まえれば、今月の減少を悲観的に捉える必要は無いだろう。非製造業（船舶・電力除く）は、同▲7.5％

と３ヶ月ぶりに減少した。減少に寄与したのは、通信業（同▲35.9％）、不動産業（同▲44.8％）だが、こ

れらも前月に大幅増加した反動の面がある。一方で、底ばいの推移が続いていた金融業・保険業（同＋

21.1％）、農林漁業（同＋24.8％）が高めの伸びとなった。総じてみれば非製造業（船舶・電力除く）は、

ペースは緩慢であるものの持ち直しつつあるとみている。 

なお、10－12月期の内閣府見通し（船舶・電力除く民需）である前期比▲0.3％は、11、12月がそれぞれ

前月比＋3.1％、前期比プラスは同＋3.3％で達成でき、どちらも達成へのハードルはそこまで高くない。機

械受注は緩やかながらも改善基調で推移していることに鑑みれば、２四半期連続の増加は十分射程圏内にあ

る。 

 

○ 外需は２ヶ月連続の減少 

 資本財輸出の先行指標である外需は前月比▲4.6％と、２ヶ月連続の減少となった。外需は、春頃に一旦
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上昇したものの、足元では低調に推移している。官公需は前月比＋4.8％と２ヶ月連続で増加し、底打ちし

つつある。もっとも、14年２月に策定された経済対策の効果が剥落しつつある中、先行き力強い推移となる

ことは期待しづらい。代理店は同＋6.1％と２ヶ月連続の増加、伸び幅も大きい。代理店は14年春を底に緩

やかな増加基調が続いている。 

 

○ 先行きの設備投資は緩やかな増加基調を辿る見込み 

14年７－９月期ＧＤＰ速報では、２四半期連続のマイナスとなった設備投資だが、先行きは緩やかな増加

基調を辿るものとみている。企業業績が底堅く推移していることや設備過剰感が解消されつつあることがそ

の理由だ。10－12月期法人企業景気予測調査をみると、14年度の設備投資計画は前年度比＋4.9％と例年程

度の増加が見込まれている。今後公表される日銀短観（12月調査）の結果も併せてみる必要はあるが、企業

の設備投資意欲は底堅く推移しているとみられる。また、原油価格の下落や円安・株高といった外部環境の

改善が景況感の改善を通じて設備投資の追い風となるだろう。こうした要因に加えて、設備投資の先行指標

である機械受注が緩やかな増加基調にあることを踏まえれば、先行きの設備投資は緩やかな増加傾向で推移

することが示唆される。 
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（出所）内閣府「機械受注統計調査」 


